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事件番号  平成２８年（ワ）第２４０７号 

事 件 名  自衛隊南スーダンＰＫＯ派遣差止等請求事件 

原  告  平 和子 

被  告  国 

 

 

準 備 書 面 １９ 

－ 施設部隊撤退と司令部要員派遣継続の理由について － 

 

２０１９年 ７月１７日 

 

札幌地方裁判所民事第１部合議係Ｂ 御中 

 

原告訴訟代理人                

弁護士 佐  藤  博  文   

弁護士 池  田  賢  太  

外 

 

 

第１ 本書面の目的 

 １ 政府は、２０１７年３月１０日、南スーダンＰＫＯに派遣していた施設隊第

１１次隊(第９師団基幹の約３５０人)について、派遣期問が終了する５月末を

めどに帰国すると発表した。施設隊の終了に伴い、連絡調整要員の派遣も終了

した。 

この撤収は、政府・防衛省が「日報」問題で国民世論に追い詰められた結果
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であるといえるが、その実質は、「駆けつけ警護」など安保関連法に基づく新

任務まで付与した派遣が、現地の情勢との関係で、ＰＫＯ参加５原則・憲法９

条との矛盾を、これ以上ごまかし通すことができなくなったことにある。 

そこで、本書面では、南スーダンＰＫＯへの自衛隊の派遣経緯を概括的に振

り返りつつ撤退の理由を明らかにする。これは、請求原因「第２」、準備書面

⑸「第２」乃至「第５」、準備書面１６及び、準備書面１８を敷衍し、主張を

補充、整理するものとなる。 

 

２ その一方で、政府・防衛省は、司令部要員４名の派遣を継続している。 

この点で原告は、２０１７年１０月１１日付けの求釈明申立書「第１」の２、

３で、司令部要員派遣の内容を具体的に明らかにすることを求めたが、被告は、

２０１７年１２月２０日付け回答書で、「司令部要員は派遣施設隊に含まれな

い」として、回答を拒否した。これに対し原告は、２０１８年２月１６日付け

の再度の求釈明申立書「第１」の１⑵⑶で再考を求めたが、被告の態度は変わ

らず、今日に至っている。 

そこで、本書面では、司令部要員の派遣が本訴訟の訴訟物に含まれること、

そしてＰＫＯ派遣５原則・憲法９条に違反するものであることを、改めて主張

するものである。 

 

第２ 南スーダンＰＫＯ設置の経緯 

１ 「南北包括和平合意」 

南スーダンは２０１１年７月に、スーダンから分離する形で独立国となった。

スーダンでは、１９５５年からアラブ系の北部とアフリカ系の南部の間で、内

戦が続いていた。いったん１９７２年に停戦となったものの、１９８３年から

スーダン政府(アラブ系、イスラム教徒中心)と南部を支配するスーダン人民解

放運動・軍(ＳＰＬＭ/Ａ)の間で、ふたたび内戦となった。 
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スーダン南部はキリスト教徒の多い地域である。また、スーダンには豊富な

油田があり、それは南部に集中していた。従って、南北の対立は油田をめぐる

争いでもった。 

それでも、２００２年から東部アフリカ諸国やアメリカの仲介によって、本

格的な和平プロセスが開始された。その結果、同年７月、スーダン政府とスー

ダン人民解放運動・軍の間で「マチャコス議定書」が交わされた。その内容は、 

① ６年問の暫定移行期間の後、住民投票でスーダン南部の帰属を決定する 

② スーダン南部にはイスラム法を適用しない 

というものだった。その後も、和平プロセスは紆余曲折がありつつも順調に進

み、２００５年１月、スーダン政府とスーダン人民解放運動・軍が「南北包括

和平合意」に署名した。 

 

２ 国連スーダン・ミッション(ＵＮＭＩＳ)の設立 

これを受けて、国連安全保障理事会は２００５年３月、安保理決議第１５９

０号を採択し、国連スーダン・ミッション(ＵＮＭＩＳ)を設立した。 ＵＮＭ

ＩＳの任務は南北包括和平合意履行の支援、停戦監視、難民および国内避難民

の帰還の促進・調整などであった。 

ＵＮＭＩＳは停戦監視などを主任務とする軍事部門と、選挙支援や人道支援

を担当する文民部門から成り、人員は１万人近くにおよぶ大規模で包括的なＰ

ＫＯとなった。日本も２００８年１０月から、ＵＮＭＩＳ司令部に自衛官２名

を派遣した。 

２０１１年１月、南北包括和平合意履行の一環として、南スーダン独立の是

非を問う住民投票が実施され、９９％が賛成した。スーダン政府も住民投票の

結果を受け入れた。７月９日、南スーダン共和国が発足し、ＵＮＭＩＳは任務

を終了した。 
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３ 国連南スーダン共和国ミッション(ＵＮＭＩＳＳ)の設立 

しかし、スーダンと南スーダンの関係が良好になったわけではない。南スー

ダン政府内部の権力闘争が、武力衝突に発展するおそれもあった。 

そのため、国連は南スーダン政府の統治や近隣国との良好な関係構築を支援

するために、７月９日、国連南スーダン共和国ミッション(ＵＮＭＩＳＳ)を設

立した（甲１２）。 

ＵＮＭＩＳＳの司令部は南スーダンの首都・ジュバに置かれた。発足時の主

な任務は次のとおりだった。 

① 平和定着並びにそれによる長期的な国造りおよび経済開発に対する支

援 

② 紛争の予防・緩和・解決および文民の保護に関する南スーダン政府の責

務の履行に対する支援 

③ 治安の確保、法の支配の確立、治安部門・司法部門の強化に対する支援 

要するに、ＵＮＭＩＳＳは南スーダンの国造りを支援するために設立された

のである。 ＵＮＭＩＳＳの定員は当初、軍人７０００人、文民警察９００人

で、文民の定員は規定されていなかった。 

隣接国家と軍事的に対立しながら新国家を建設するという 「出自」からして

も、大部分が軍人で構成されていた実態からしても、ＵＮＭＩＳＳは初めから

軍事的性格が極めて強いものだった。 

この前提には、国連ＰＫＯの本質が変遷し、治安のための武力行使が積極的

に認められることになったことがあり、この点について原告は準備書面⑻で論

じたところである。 

 

第３ 自衛隊派遣の経緯 

１ 派遣時の実態 

（１）２０１１年８月、日本は、国連から要請があったとして、治安状態に強い
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不安があったにもかかわらず、施設部隊は首都ジュバを拠点に活動すれば任

務の実施は可能と判断して実行に移した。 

政府は、同年１１月１５日、「国際連合平和維持活動等に対する協力に関

する法律」(ＰＫＯ協力法)に基づき、「南スーダン国際平和協力業務実施計

画」と「南スーダン国際平和協力隊の設置等に関する政令」を閣議決定した。

これらに基づいて、ＵＮＭＩＳＳ司令部への自衛官２名の派遣と連絡調整要

員１名の派遣を決めた。 

（２）続いて、政府は１２月２０日、ＵＮＭＩＳＳへの自衛隊施設部隊の派遣を

決定した。南スーダン派遺施隊(１次隊)は２０１２年１月から派遣され、第

１次隊の人数は２１０名だった。 

主要装備は９ミリ拳銃、８９式小銃、５・５６ミリ機関銃ＭＩＮＩＭＩ、

軽装甲機動車だった。 

（３）主要任務は、道路整備や宿営地整備とされたが、派遣された部隊の中枢に、

軍事的に最も精強な部隊とされる陸上自衛隊中央即応集団から選抜された

要員が当てられた。というのも、南スーダン派遣は、防衛大臣の命令、統合

幕僚長の指令、陸上幕僚長の措置指令を承けて、中央即応集団司令官の命令

に基づいて実施されており（甲Ａ１９２）、その「全般活動計画」は、中央

即応集団として、南スーダン派遣施設隊及び警務班要員の活動の基準を定め

ているからである。 

なお、南ス－ダン派遣と中央即応集団との関係は準備書面⑺で論じている。 

 

２ 第１０次隊の実態 

  原告は、政府防衛省の「日報」隠しの問題と合わせ、第１０次隊派遣時のジ

ュバ・クライシスと以後の南ス－ダン情勢について、具体的詳細に論じてきた。 

以下に、主な準備書面と内容を紹介するにとどめる。 

準備書面⑴ ２０１６年１１月以降の南ス－ダン情勢及び日報の内容 
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準備書面⑵ 日報（2016.6.2～9.10）の内容とその分析 

準備書面⑸ 南ス－ダン情勢及び自衛隊の撤収 

準備書面⒃ ジュバ・クライシスとその後の情勢の推移 

準備書面⒅ 国連独立調査団報告書に基づく主張 

 

３ 第１１次隊の実態 

（１）南スーダン派遺施設隊は約半年ごとに交替し、２０１６年１１月からは１

１次隊が派遺された。１１次隊は人数は約３５０名である。 

主要装備は、依然として９ミリ拳銃、８９式小銃、５・５６ミリ機関銃Ｍ

ＩＮＩＭＩ、軽装甲機動車である。この程度の装備で、南スーダン武装勢力

に、軍事的に対抗することはできない。 

（２）１１次隊から「駆け付け警護」という新たな任務が付与された。２０１６

年１１月１５日に内閣官房、内閣府、外務省、防衛省の連名で発表された「新

任務付与に関する基本的な考え方」は以下のように述べている。 

「 南スーダンにおける治安の維持については、原則として南スーダン警察

と南スーダン政府軍が責任を有しており、これをＵＮＭＩＳＳ(国連南ス

ーダン共和国ミッション)の部隊が補完しているが、これは専らＵＮＭＩ

ＳＳの歩兵部隊が担うものである。 

  国が派遣しているのは、自衛隊の施設部隊であり、治安維持は任務では 

ない。 

 『駆け付け警護』については、自衛隊の施設部隊の近傍でＮＧＯ等の活

動関係者が襲われ、他に速やかに対応できる国連部隊が存在しない、とい

った極めて限定的な場面で、緊急の要請を受け、その人道性および緊急性

に鑑み、応急的かつ一時的な措置としてその能力の範囲内で行なうもので

ある。」 

最後の部分で政府自ら認めているように、「駆け付け警護」は自衛隊の「能
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力の範囲内で行なうもの」であり、自衛隊の能力の範囲外の場合は、駆け付

けない、すなわち、ＵＮＭＩＳＳによる武力行使が予想されるような事態に

は自衛隊の安全が確保されないので「駆け付け警護」はできないのである。 

（２）また、前述の文書には、南スーダンＰＫＯへの参加を継続するかどうかに

ついて、懐疑的な表現がある。 

「 政府としては、 ＰＫＯ参加５原則が満たされている場合であっても、

安全を確保しつつ有意義な活動を実施することが困難と認められる場合

には、自衛隊の部隊を撤収することとしており、この旨実施計画にも明

記している。」 

「有意義な活動」とは、宿営地外での道路工事である。第１０次隊のジュバ・

クライシス以来、武力衝突による治安悪化から、施設隊はすでに「有意義な

活動」が実施できなくなっていた。第１０次隊を引き継いだ第１１次隊も同

様であった。 

 

第４ 治安悪化とＰＫＯ参加５原則の矛盾が決定的に 

１ ２０１４年１月に、自衛隊の展開地である首都・ジュバ周辺で大規模な武力

衝突が起き、２０１６年７月にも、ジュバで大規模な武力衝突（ジュバ・クラ

イシス）が発生した。 

その結果、ＵＮＭＩＳＳの主任務も、南スーダンの国造り支援から文民保護  

に移行せざるを得なくなった。２０１６年８月１２日、国連安保理は決議２３

０４号で、同年７月に始まった内戦による人道被害に対して文民を積極的に防

護するため、地域防護軍４０００人を新たに派遣することにした（甲１７）。 

そして、「国連文民保護施設、国連施設、国連要員、国際的国内的人道援助

組織や文民に対して攻撃を企図しようとしていることが確実である、あるいは

攻撃を仕掛けているいかなる主体（政府軍も含む－原告代理人注）に対しても、

迅速で効果的な交戦」（下線は原告代理人）を行う権限を与え、先制攻撃を行
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なうことも可能とした。 

 

２ ２０１６年１２月段階で、 ＵＮＭＩＳＳの軍事部門に部隊を派遺している

国は、インド、イギリス、韓国、中国、バングラディシュ、スリランカ、エチ

オピア、カンボジア、ガーナ、ネパール、モンゴル、ルワンダ、日本の１３カ

国だった。 

そのうち治安維持を担当する歩兵部隊を派遣しているのは、インド、中国、

エチオピア、ガーナ、ネパール、モンゴル、ルワンダで、日本と同様に工兵(施

設)部隊を派遣しているのは、インド、イギリス、韓国、中国、バングラデク

シュである。軍事部門の人数は約１万７０００人(地域保護部隊約４０００人

を含む)で、この他に警察部門が約２１００人であり、両者の合計は１万９１

００人になる。 

これは、２０１１年当時の合計７９００人と比較すると、約２．５倍の規模

に膨れ上がっている。 

 

３ このように武力衝突が拡大する中で、軽武装のＰＫＯ部隊では武装勢力の衝

突を止めることはできない。ましてや、施設部隊である自衛隊にも武装勢力を

鎮圧する能力などない。 

かかる矛盾が極限にあることを、政府防衛省も認めざるをえなくなり、２０

１７年３月１０日、南スーダンからの撤収を表明したのである。 

政府は、撤収の理由として「５年活動し、実績を挙げた」と述べているが、

明らかに事実に反する。本音は、「ＵＮＭＩＳＳにおける自衛隊施設部隊の活

動終了に関する基本的な考え方」という政府文書の中にも隠れている（下線は

原告代理人）。 

「 南スーダンの国造りプロセスについて見れば、以下のように、国際社会

の努力により、新たな段階に入りつつある。 
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国連は、昨年、首都ジュバの治安改善等を任務とする新たなＰＫＯ部隊

（地域保護部隊)を創設し、増派することを決定しており、その早期の現地

派遺が懸案となっていたが、現在、部隊の展開が開始されつつあり、南ス

ーダンの安定に向けた取組が進みつつある。」 

要するに、国連が地域保護部隊を増派しなければならないほど、治安は悪化

しており、自衛隊に犠牲者が出る前に撤収する、ということである。 

 

５ 上記は、とりもなおさず、自衛隊派遣が、ＰＫＯ派遣５原則・憲法９条との

矛盾が、もうこれ以上ごまかしが効かないところまでいったことを意味する。 

 

第５ 司令部要員の派遣を継続する理由 

１ 国際社会へのアピール 

南スーダンから完全に撤収すれば、自衛隊による国際平和協力活動は皆無に

なる(海賊対処活動は国際平和協力活動と位置づけられていない)。「国際貢献」

を売りに国連安保理常任理事国入りを目指す政府や外務省としては、南スーダ

ンに代わって、どこかのＰＫＯに自衛隊を派遣したいと考えている。 

現在、国連ＰＫＯは、スーダンのダルフール、マリ、西サハラ、ハイチ、リ

ベリア、コートジボアール、中央アフリア、アビエ(スーダンと南スーダンの

国境付近)、コンゴ民主共和国、コソボ、キプロス、レバノン、ゴラン高原(シ

リアとイスラエルの国境地帯)、インド・パキスタンの国境地帯、シナイ半島

の１５ヵ所(南スーダンを除く)である（訴状別紙２、甲Ａ２２）。 

その多くはアフリカと中東に設置されており、治安の悪い国が多い。 

このような中で、日本の国民向けには「完全撤退」と印象付けながら、国際

社会に対しては一部要員を残すことで派遣継続をアピールするものというこ

とができる。 
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２ 新たな派遣に向けた情報収集と経験蓄積 

司令部要員を残しているということは、施設部隊を南ス－ダンないしは周辺

国のＰＫＯに再派遣することを想定していると考えることができる。なぜなら

ば、日本は、南ス－ダンＰＫＯ派遣の前、２００８年１０月からＵＮＭＩＳに

司令部要員２名を派遣しており、それがＵＮＭＩＳＳへ施設隊を派遣する準備

になっているからである。 

 

３ 司令部要員派遣もＰＫＯ参加５原則・憲法９条違反 

⑴ 前記「第４」１で述べたとおり、ＵＮＭＩＳＳは軍事部門を格段に強化し、

先制的な武力行使もあり得るとしている。 

このようなＵＮＭＩＳＳに対して、司令部要員であれ、派遣されて従事す

ることは、ＰＫＯ参加５原則・憲法９条違反の行為である。 

⑵ この点で被告は、「司令部要員は派遣施設隊に含まれない」として、本訴訟

において司令部要員に言及されることを頑なに拒んでいる。 

しかし、ＵＮＭＩＳＳ司令部要員及び連絡調整要員は、派遣された施設隊

の現地での任務遂行上、初めから必要不可分とされているものである。すな

わち、司令部業務分野では、「隊員は、連絡調整要員及び自衛隊の部隊等と

緊密に連携を図りつつ、業務を実施する」とされ（実施要領／甲３）、連絡

調整分野では、「隊員は、司令部要員及び自衛隊の部隊等と緊密に連携を図

りつつ、業務を実施する」とされ（実施要領／甲４）、これに対応して施設

部隊でも「隊員は、司令部要員及び連絡調整要員と緊密に連携を図りつつ、

業務を実施する」とされている（実施要領／甲５）。 

⑶ 原告が、上記の三分野一体で派遣されていることを前提に本件差止請求を

していることは、その主張及び提出書証より明らかである。 

しかるに、被告が、「司令部要員は派遣施設隊に含まれない」などと形式論

を弄することは、三分野一体で派遣した部隊の活動実態を隠す意図があると
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言わざるをえない。 

原告は、司令部要員の速やかな撤退を求めるものであり、それが実現され

れば、差止請求の取り下げを検討する。 

                               以上 

 


